


【業績ハイライト（第3四半期累計）】 

  営業収益：1兆2,576億円（前年差＋858億円 / 伸率＋  7.3％）  

  営業利益：      743億円（前年差＋422億円 / 伸率＋131.4％ ） 

  

《デリバリー事業》 
 
・ 収益力回復と集配キャパシティ拡大を両立させるべく、プライシングの適正化を継続するとともに、 
  集配体制の強化など、ラストワンマイルネットワークの再構築を引き続き推進 
 
・ 「デリバリー事業の構造改革」に係る費用が増加する中、宅急便単価が上昇したことなどにより、 
  業績は堅調に推移（増収増益）  
 
《ノンデリバリー事業》 
 
 BIZ-ロジ 貿易物流サービスやメンテナンス・リコールサービスの拡販が進んだことや業界別のソリューション提供が 
            進展したものの、事業成長に向けた費用が先行したことなどにより増収減益 
 
 ﾎｰﾑｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ 法人のお客様に提供している引越サービスにおいて不適切な請求があったため、  
 調査結果を踏まえた見積り影響額（31億円）を織り込んだことや、個人のお客様向けを含む 
 すべての引越サービスの新規受注を休止したことなどにより減収減益 
                     
 e-ビジネス 宅急便取扱数量減少に伴うお客様のシステム処理件数減少の影響などがあったものの、 
            利益率が高い既存サービスの取扱いが堅調に推移し減収増益  
   
 フィナンシャル 「クロネコwebコレクト」や「クロネコ代金後払いサービス」の利用が増加しているものの、 
 決済ニーズの変化による代引き市場の縮小などに伴い、「宅急便コレクト」の取扱いが 
 減少したことなどにより減収減益 
 
 オートワークス 車両取扱台数の増加や、モノづくりメーカーの生産方式を取り入れた 
 業務の標準化や見える化などの業務プロセス効率化が進展したことなどにより増収増益                                       



【連結営業収益増減分析（第3四半期累計）】 
 

① デリバリー事業（増収） 

   増収：宅急便 取扱数量 ▲  3.1％   単価 ＋14.1％ 

  減収：クロネコDM便 取扱数量 ▲16.7％   単価 ＋ 7.1％ 

 

② BIZ-ロジ事業（増収） 

  増収：貿易物流、メディカル事業、マルチメンテナンス事業等が堅調に推移 

        

③ ホームコンビニエンス事業（減収） 

  減収：法人のお客様向けに提供している引越サービスにおいて不適切な請求があったことによる、 

                調査結果を踏まえた見積り影響額（31億円）を織り込んだことや、 
                個人のお客様向けを含むすべての引越サービスの新規受注の休止 

        

④ e-ビジネス事業（減収） 

  増収：「証明書類Web取得サービス」の拡販や 

        既存のお客様に対する営業強化によるシステム構築案件の獲得 

     減収：宅急便取扱数量減少に伴い、お客様のシステム処理件数が減少 

                      

⑤ フィナンシャル事業（減収） 

  減収：代引き市場の縮小などにより、ペイメント事業における「宅急便コレクト」の取扱いが減少 

 

⑥ オートワークス事業（増収） 

     増収：車両整備の取扱拡大  



【宅急便動向（第3四半期（10月～12月））】 

 

  取扱数量  伸率 ＋2.0％      

  単価     伸率  ＋6.8％      

 

     



【クロネコDM便動向（第3四半期（10月～12月））】  

 

 取扱数量  伸率 ▲17.0％      

 単価     伸率  ＋8.8％  

 

 



【海外宅急便動向（第3四半期累計）】 
 
  ・ 不採算取引の見直し等により数量は減少 
 
  ・ コールドチェーンを武器に、高付加価値なクロスボーダープラットフォームの構築を推進 

 



【連結営業費用増減分析（第3四半期（10月～12月））】 
   
① 営業収益が前期差＋6.0％に対し、営業費用＋5.2％ 
 
② コスト環境 

  ⅰ）集配体制の構築に向けた増員などにより、人件費増加 ＋121億（＋6.0％） 

 

  ⅱ）集配体制の構築やクロネコDM便の減少に伴う、集配に係る委託費削減 ▲35億円（▲4.8％） 

 

  ⅲ）燃料単価の高騰により、燃料油脂費増加＋9億（＋18.3％） 

     宅急便数量の増加や傭車単価の上昇などにより、傭車費も増加＋27億（＋5.4％） 

 

  ⅳ）構造改革や既存事業の推進に伴い、その他の経費増加 ＋30億（＋3.5％） 

    ・施設使用料＋10億： 流山ベースや宅配便ロッカー利用料など 

    ・減価償却費＋14億： 主に車両や機械装置など 

    ・コンピューター費＋5億： 主に８次NEKOシステムに係る費用など 
      
       



【連結営業費用増減分析（第3四半期累計）】 
 
 
① 営業収益が前期差＋7.3％に対し、営業費用＋3.8％ 
 
② コスト環境 

ⅰ）人件費は集配体制の構築に向けた増員などにより ＋229億（＋3.8％） 

   集配に係る委託費は、体制構築や宅急便取扱数量をコントロールしたことなどにより▲75億（▲3.7％） 

         

ⅱ）燃料単価の高騰により、燃料油脂費は増加＋26億（＋16.2％） 

      傭車単価の上昇等により、傭車費も増加＋47億（＋3.2％） 

 

ⅲ）構造改革や既存事業の推進に伴い、その他の経費も増加＋69億（＋2.8％） 

   ・施設使用料＋37億： 関西GW、流山ベース、宅配便ロッカー利用料など 

   ・減価償却費＋28億： 主に車両や機械装置など 

   ・コンピューター費＋14億： 主に８次NEKOシステムに係る費用など  



【営業収益】 

  ・連結営業収益：1兆6,300億円（前回予想差 ＋100億） 

  ・ネコポスを中心に宅急便の増加を見込み、前回予想から宅急便の取扱数量を増加（前回予想差 ＋1,350万） 

  ・宅急便単価については前回予想から据え置き 

  ・プライシングの適正化は継続的に推進 
 
  
【営業費用】 

 ・連結営業費用：1兆5,630億円（前回予想差＋90億円） 

 ・「労働環境の改善・整備」に向けた取り組みも継続して推進 

 ・「集配キャパシティの拡大」に向けて取り組んでいるアンカーキャストの体制構築を丁寧に進めていることなどにより、 

   人件費をはじめとした費用が後ろ倒しとなっている 

 



【連結営業費用総括表（第3四半期（10月～12月））】 
 

① 人件費  ＋121億円（＋6.0％） 

  集配体制の構築に向けた増員などにより増加  

 

② 下払経費 ＋25億円（＋1.5％） 

  ・委託費 ▲35億円 ～集配体制の構築や、クロネコDM便の減少に伴う、集配に係る委託費の減少など 

  ・傭車費 ＋27億円 ～燃料高騰による傭車単価上昇等により増加 

  ・下払経費その他＋33億円 

 
③ 車両費 ＋12億円（10.8％） 

  ・燃料単価の高騰による燃料油脂費の増加（＋9億）など  

 

④ その他経費 ＋30億円（3.5％） 

  ・施設使用料＋10億： 流山ベース等や宅配便ロッカー利用料等など 

  ・減価償却費＋14億： 主に車両や機械装置など 

  ・コンピューター費＋5億： 主に８次NEKOシステムに係る費用など 

【今期】 

ヤマトロジスティクス 

「下払経費（その他）」 

  【前期】 
ヤマトホームコンビニエンス 利用運送 「下払経費（委託費）」 
（今期 第3四半期単体：22億）  

ヤマトシステム開発     利用運送 「その他経費（通信運搬費）」 
（今期 第3四半期単体：13億） 

※BIZ-ロジ事業への事業移管に伴い、一部に費用科目の変更が発生 





【連結営業費用総括表（第3四半期累計）】 
 

① 人件費 ＋229億円（＋3.8％） 

    ・集配体制の構築に向けた増員などにより増加     

    

② 下払経費 ＋51億円（＋1.1％） 

  ・委託費▲75億円 ～主に宅急便取扱数量のコントロールによる、集配に係る委託費の減少など 

  ・傭車費＋47億円 ～宅急便取扱数量は減少したものの、燃料高騰による傭車単価上昇等により増加 

     ・下払経費その他 ＋79億円 

  

③ 車両費 ＋32億円（＋9.7％） 

  ・燃料単価の高騰による燃料油脂費の増加（＋26億）等  
 

④ その他経費 ＋69億円（＋2.8％） 

  ・施設使用料＋37億：関西GW、流山ベース、宅配便ロッカー利用料など 

  ・減価償却費＋28億：主に車両や機械装置など 

     ・コンピューター費 ＋14億：主に８次NEKOシステム関連利用料など 

【今期】 

ヤマトロジスティクス 

「下払経費（その他）」 

  【前期】 
ヤマトホームコンビニエンス 利用運送 「下払経費（委託費）」 
（今期 第3四半期累計：43億）  

ヤマトシステム開発     利用運送 「その他経費（通信運搬費）」 
（今期 第3四半期累計：35億） 

※BIZ-ロジ事業への事業移管に伴い、一部に費用科目の変更が発生 





【連結業績予想（セグメント別内訳）】 
 

 ①営業収益：1兆6,300億（前年差＋911億、前回予想差＋100億） 

   ・デリバリー事業（前年差＋932億、前回予想差＋100億） 

     足元の状況を踏まえ、宅急便とクロネコDM便の取扱数量予想を変更 
 

           宅急便取扱数量 18億1,000万個（前回予想差+1,350万個）  
           宅急便単価 662円（前回予想を据え置き） 
           クロネコDM便取扱冊数 12億冊（前回予想差＋3,000万冊） 
       クロネコDM便単価 59円（前回予想を据え置き） 
         
                     
 ② 営業利益：670億（前年差＋313億、前回予想差＋10億） 

   ・デリバリー事業（前年差＋412億、前回予想差＋10億） 

         対前年： プライシングの適正化や構造改革の効果 

         対前回予想：宅急便取扱数量の増加を織り込み、前回予想から＋10億 
   
   ・BIZ－ロジ事業（前年差▲20億、前回予想差▲10億） 

    対前回予想：事業成長に向けた費用が先行している状況を踏まえ、前回予想から▲10億 
   
   ・その他事業（前年差＋17億、前回予想差＋10億） 

    対前回予想：足元の状況を踏まえ、前回予想から＋10億 

 
 

 



【連結業績予想（営業費用内訳）】 （前回予想との差） 

 
 

 ①営業費用全体：前回予想から＋90億（＋0.6％） 

 
 

 ②前回予想からの主な変更点 

   ⅰ）人件費：▲20億（▲0.2％） 

    引き続き集配体制の構築や社員の処遇改善等を推進するものの、アンカーキャストの体制構築に係る 

    費用が後ろ倒しになったことなどにより減少 

         

   ⅱ）下払経費：＋90億（＋1.5%） 

    ・委託費 ＋30億（＋1.2%） 

     宅急便取扱数量の増加を見込み、仕分けターミナル作業に係る委託費などが増加 

        ・傭車費 ＋40億（＋2.1%） 

     傭車単価の上昇や、宅急便取扱数量の増加を見込み、変更 

    ・下払経費その他  ＋20億（＋1.1％） 

     足元の状況を踏まえ、変更 

    

   ⅲ）車両費：＋10億（+2.1％） 

    ・車両修繕費 ＋10億（+4.5％） 

 

   ⅳ）その他経費：＋10億（＋0.3%） 

        労働環境の改善・整備に伴う諸修繕費等、主に一過性の費用の増加を見込む      
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